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適
格
請
求
書
類
似
書
類
等
の
交
付
の
禁
止
（
消

費
税
法
第
五
七
条
の
五
関
係
）

適
格
請
求
書
又
は
適
格
簡
易
請
求
書
に
類
似
す

る
書
類
及
び
当
該
書
類
の
記
載
事
項
に
係
る
電
磁

的
記
録
（
以
下
「
適
格
請
求
書
類
似
書
類
等
」
と

い
う
。）の
交
付
及
び
提
供
を
禁
止
す
る
。

任
意
組
合
等
の
組
合
員
に
よ
る
適
格
請
求
書
等

の
交
付
の
禁
止（
消
費
税
法
第
五
七
条
の
六
関
係
）

民
法
上
の
組
合
、
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
、

有
限
責
任
事
業
組
合
等
の
組
合
員
で
あ
る
適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
は
、
こ
れ
ら
の
組
合
等
の
事
業

と
し
て
国
内
に
お
い
て
行
っ
た
課
税
資
産
の
譲
渡

等
に
つ
き
、
そ
の
組
合
員
の
全
て
が
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
そ
の
旨
の
届

出
書
を
税
務
署
長
に
提
出
し
た
場
合
に
限
り
、
適

格
請
求
書
若
し
く
は
適
格
簡
易
請
求
書
を
交
付

し
、
又
は
適
格
請
求
書
の
記
載
事
項
に
係
る
電
磁

的
記
録
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

罰
則
の
適
用
対
象
に
、
適
格
請
求
書
類
似
書
類

等
を
交
付
し
、
又
は
提
供
し
た
者
を
加
え
る
。（
消

費
税
法
第
六
五
条
関
係
）

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か
ら
行
っ

た
課
税
仕
入
れ
に
係
る
税
額
控
除
に
関
す
る
経
過

措
置
（
附
則
第
五
二
条
及
び
第
五
三
条
関
係
）

事
業
者
が
平
成
三
三
年
四
月
一
日
か
ら
同
日

以
後
三
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
国
内
に

お
い
て
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か

ら
行
っ
た
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
一
定
の
事
項

が
記
載
さ
れ
た
帳
簿
及
び
請
求
書
等
を
保
存
し

て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
課
税
仕
入
れ
に
係
る

支
払
対
価
の
額
に
係
る
消
費
税
相
当
額
に
八
〇

パ
ー
セ
ン
ト
を
乗
じ
て
算
出
し
た
額
を
、
課
税

仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
し
て
仕
入
税
額
控

除
の
対
象
と
す
る
。

事
業
者
が
平
成
三
六
年
四
月
一
日
か
ら
同
日

以
後
三
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
国
内
に

お
い
て
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か

ら
行
っ
た
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
一
定
の
事
項

が
記
載
さ
れ
た
帳
簿
及
び
請
求
書
等
を
保
存
し

て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
課
税
仕
入
れ
に
係
る

支
払
対
価
の
額
に
係
る
消
費
税
相
当
額
に
五
〇

パ
ー
セ
ン
ト
を
乗
じ
て
算
出
し
た
額
を
、
課
税

仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
し
て
仕
入
税
額
控

除
の
対
象
と
す
る
。

５

輸
出
物
品
販
売
場
制
度
を
次
の
と
お
り
見
直
す
こ

と
と
し
た
。（
消
費
税
法
第
八
条
関
係
）

輸
出
物
品
販
売
場
に
お
け
る
免
税
販
売
の
対
象

と
な
る
下
限
額
を
一
定
金
額
以
上
（
改
正
前
一
定

金
額
超
）
と
す
る
。

所
定
の
方
法
に
よ
り
購
入
さ
れ
た
こ
と
を
証
す

る
書
類
又
は
電
磁
的
記
録
の
保
存
（
改
正
前
書
類

の
保
存
）
を
免
税
販
売
の
要
件
と
す
る
。

６

高
額
特
定
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
納
税
義
務
の

免
除
の
特
例
（
消
費
税
法
第
一
二
条
の
四
及
び
第
三

七
条
関
係
）

事
業
者
（
免
税
事
業
者
を
除
く
。）が
、
中
小
事
業

者
の
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
の
控
除
の
特
例
（
簡

易
課
税
制
度
）
の
適
用
を
受
け
な
い
課
税
期
間
中
に

国
内
に
お
け
る
棚
卸
資
産
及
び
調
整
対
象
固
定
資
産

の
う
ち
そ
の
価
額
が
高
額
で
あ
る
一
定
の
資
産
（
以

下
「
高
額
特
定
資
産
」
と
い
う
。）の
課
税
仕
入
れ
又

は
高
額
特
定
資
産
の
保
税
地
域
か
ら
の
引
取
り
（
以

下「
高
額
特
定
資
産
の
仕
入
れ
等
」と
い
う
。）を
行
っ

た
場
合
に
は
、
当
該
高
額
特
定
資
産
の
仕
入
れ
等
の

日
の
属
す
る
課
税
期
間
か
ら
当
該
課
税
期
間
（
自
ら

建
設
等
を
し
た
高
額
特
定
資
産
に
あ
っ
て
は
、
建
設

等
が
完
了
し
た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
）
の
初
日
以

後
三
年
を
経
過
す
る
日
の
属
す
る
課
税
期
間
ま
で
の

各
課
税
期
間
に
お
い
て
は
、
小
規
模
事
業
者
の
納
税

義
務
の
免
除
の
特
例
及
び
簡
易
課
税
制
度
は
、
適
用

し
な
い
こ
と
と
し
た
。

７

義
務
教
育
学
校
の
教
科
用
図
書
の
譲
渡
に
つ
い

て
、
消
費
税
を
非
課
税
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
消
費

税
法
別
表
第
二
関
係
）

六

国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
関
係

１

合
併
又
は
分
割
（
以
下
「
合
併
等
」
と
い
う
。）を

無
効
と
す
る
判
決
が
確
定
し
た
場
合
に
は
、
当
該
合

併
等
を
し
た
法
人
は
、
合
併
後
存
続
す
る
法
人
若
し

く
は
合
併
に
よ
り
設
立
し
た
法
人
又
は
分
割
に
よ
り

事
業
を
承
継
し
た
法
人
の
当
該
合
併
等
の
日
以
後
に

納
税
義
務
の
成
立
し
た
国
税
に
つ
い
て
、
連
帯
納
付

義
務
を
負
う
こ
と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法
第
九
条
の

二
関
係
）

４

加
算
税
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を

行
う
こ
と
と
し
た
。

調
査
対
象
税
目
、
調
査
対
象
期
間
等
の
一
定
の

事
項
の
通
知
以
後
、
か
つ
、
そ
の
調
査
が
あ
っ
た

こ
と
に
よ
り
更
正
又
は
決
定
が
あ
る
べ
き
こ
と
を

予
知
（

に
お
い
て
「
更
正
予
知
」
と
い
う
。）す

る
前
に
さ
れ
た
修
正
申
告
に
基
づ
く
過
少
申
告
加

算
税
の
割
合
（
改
正
前
〇
パ
ー
セ
ン
ト
）
に
つ
い

て
は
五
パ
ー
セ
ン
ト
（
期
限
内
申
告
税
額
と
五
〇

万
円
の
い
ず
れ
か
多
い
額
を
超
え
る
部
分
は
一
〇

パ
ー
セ
ン
ト
）
と
し
、
期
限
後
申
告
又
は
修
正
申

告
に
基
づ
く
無
申
告
加
算
税
の
割
合
（
改
正
前
五

パ
ー
セ
ン
ト
）に
つ
い
て
は
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト（
納

付
す
べ
き
税
額
が
五
〇
万
円
を
超
え
る
部
分
は
一

五
パ
ー
セ
ン
ト
）
と
す
る
。（
国
税
通
則
法
第
六
五

条
及
び
第
六
六
条
関
係
）

期
限
後
申
告
若
し
く
は
修
正
申
告
（
更
正
予
知

に
よ
る
も
の
に
限
る
。）又
は
更
正
若
し
く
は
決
定

等
（
以
下
「
期
限
後
申
告
等
」
と
い
う
。）が
あ
っ

た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
期
限
後
申
告
等
が
あ
っ

た
日
の
前
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
前
の
日
ま
で
の

間
に
、
そ
の
期
限
後
申
告
等
に
係
る
税
目
に
つ
い

て
無
申
告
加
算
税
（
更
正
予
知
に
よ
る
も
の
に
限

る
。）又
は
重
加
算
税
を
課
さ
れ
、
又
は
徴
収
さ
れ

た
こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
期
限
後
申
告
等
に

基
づ
き
課
す
る
無
申
告
加
算
税
の
割
合
（
一
五

パ
ー
セ
ン
ト
、
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
）
又
は
重
加
算

税
の
割
合
（
三
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
四
〇
パ
ー
セ
ン

ト
）に
つ
い
て
、そ
れ
ぞ
れ
そ
の
割
合
に
一
〇
パ
ー

セ
ン
ト
加
算
す
る
。（
国
税
通
則
法
第
六
六
条
及
び

第
六
八
条
関
係
）

５

消
費
税
に
係
る
適
格
請
求
書
類
似
書
類
等
の
交
付

又
は
提
供
に
関
す
る
調
査
に
係
る
質
問
検
査
権
の
規

定
を
整
備
す
る
こ
と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法
第
七
四

条
の
二
関
係
）

６

国
税
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
税
務
署
長
等
に
提

出
す
る
税
務
書
類
（
納
税
申
告
書
及
び
調
書
を
除

く
。）の
う
ち
一
定
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
当
該
書
類

を
提
出
す
る
者
の
個
人
番
号
の
記
載
を
要
し
な
い
こ

と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法
第
一
二
四
条
関
係
）

２

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
る
国
税
の
納
付
制
度
を

次
の
と
お
り
創
設
す
る
こ
と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法

第
三
四
条
の
三
及
び
第
三
四
条
の
五
関
係
）

国
税
を
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う

一
定
の
通
知
に
基
づ
き
納
付
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
納
付
受
託
者
（
一
定
の
要
件
を
満
た
す
者
と

し
て
国
税
庁
長
官
が
指
定
す
る
者
を
い
う
。
以
下

同
じ
。）に
そ
の
納
付
の
委
託
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
。納

付
受
託
者
が
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者

の
委
託
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
委
託
を
受
け

た
日
に
国
税
の
納
付
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
し

て
、
附
帯
税
等
の
規
定
を
適
用
す
る
ほ
か
、
納
付

受
託
者
の
納
付
義
務
、
報
告
義
務
等
に
つ
い
て
所

要
の
措
置
を
講
ず
る
。

３

申
告
を
し
た
後
に
減
額
更
正
が
さ
れ
、
そ
の
後
更

に
増
額
更
正
又
は
修
正
申
告
（
以
下「
増
額
更
正
等
」

と
い
う
。）が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
延
滞
税
等
に
つ

い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

増
額
更
正
等
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
（
そ
の

申
告
税
額
に
達
す
る
ま
で
の
部
分
に
限
る
。

に

お
い
て
同
じ
。）に
つ
い
て
、
そ
の
申
告
に
よ
り
納

付
す
べ
き
税
額
の
納
付
日
の
翌
日
か
ら
当
該
増
額

更
正
等
ま
で
の
間
（
減
額
更
正
が
更
正
の
請
求
に

基
づ
く
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
減
額
更
正

が
さ
れ
た
日
か
ら
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
期

間
を
除
く
。）は
、
延
滞
税
を
課
さ
な
い
。（
国
税
通

則
法
第
六
一
条
関
係
）

増
額
更
正
等
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
（
減
額

更
正
が
更
正
の
請
求
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
場
合

を
除
く
。）に
つ
い
て
は
、
過
少
申
告
加
算
税
を
課

さ
な
い
こ
と
を
明
確
化
す
る
。（
国
税
通
則
法
第
六

五
条
関
係
）

七

国
税
徴
収
法
の
一
部
改
正
関
係

１

事
業
を
譲
り
受
け
た
者
の
第
二
次
納
税
義
務
に
つ

い
て
、
次
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
国
税
徴

収
法
第
三
八
条
関
係
）

第
二
次
納
税
義
務
の
対
象
と
な
る
者
の
範
囲
を

納
税
者
が
生
計
を
一
に
す
る
親
族
そ
の
他
納
税
者

と
特
殊
な
関
係
の
あ
る
個
人
又
は
被
支
配
会
社
に

限
る
。

事
業
の
譲
受
人
が
同
一
と
み
ら
れ
る
場
所
に
お

い
て
事
業
を
営
ん
で
い
る
と
の
要
件
を
廃
止
す

る
。第

二
次
納
税
義
務
の
責
任
に
つ
い
て
、
譲
受
財

産
の
価
額
を
限
度
と
す
る
。

八

外
国
人
等
の
国
際
運
輸
業
に
係
る
所
得
に
対
す
る
相

互
主
義
に
よ
る
所
得
税
等
の
非
課
税
に
関
す
る
法
律
の

一
部
改
正
関
係

１

題
名
を
外
国
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
相
互
主

義
に
よ
る
所
得
税
等
の
非
課
税
等
に
関
す
る
法
律
に

改
め
る
こ
と
と
し
た
。

２

外
国
と
の
相
互
主
義
に
基
づ
き
、
当
該
外
国
と
の

間
の
二
重
課
税
を
排
除
す
る
等
の
た
め
、
次
の
措
置

を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
外
国
居
住
者
等
の
所
得
に

対
す
る
相
互
主
義
に
よ
る
所
得
税
等
の
非
課
税
等
に

関
す
る
法
律
第
一
条
〜
第
四
三
条
関
係
）
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